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1 本稿では「創業者」「開業者」「起業家」を同義語として扱っており，主に創業者を使用する 
































                                                                                                                                
2 本稿では「起業」「創業」「設立」を同義語として扱っているが，主に起業と設立を文脈に応じて使い分
ける 
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指し，規模は売上高 300 万ドル，従業員数 30 人，この時期の特徴としては，先導する創業



























                                            
3 危険な時期を示す日本の調査については，国民生活金融公庫総合研究所「新規開業企業パネル調査」
(2005)において 2001年に設立した企業 2181社を調査。1年後の存続割合が 95.9%，2年目が 91.2%，3年
目が 86.6%，4年目が 82.4%となっている。(国民生活金融公庫の融資審査のフィルターを通った企業であ
ることに留意)中小企業庁(2006)は，経済産業省「工業統計表」を用いて 1984～2002年の間に設立した企
業を調査。1年後の存続割合が 79.6%，2年目が 69.7%，3年目が 62.7%，4年目が 57.1%，5年目が 52.6%
となっている。(4名以上の製造業に限定されていることに留意) 
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し，脇坂(2003)は右腕という表現で，「経営上，最も頼りになる補佐役」と定義している。 
また，山田(2005)は経営パートナーという表現で，「経営に関する相談ができるパートナー」



















うか。2006 年 5 月以前は，設立時における役員数は創業者の意思だけで決められず，旧商
法 255 条4 の要件範囲でなければならなかった。つまり，株式会社設立時の場合は取締役 3
人以上監査役 1 人以上，有限会社の場合は取締役 1 名以上(監査役任意)が必要であった。よ
                                            
4 旧商法第 2編は社会経済情勢の変化への対応を目的として，2006年 5月 1日に会社法として体系的かつ
抜本的な見直しが行われた 
分類 回答数 構成比 回答数 構成比
１．存在した 412件 38.6% 665件 61.0%
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って，株式会社として設立する場合は設立時における役員数は 4 名以上，有限会社として





























ール送信は 2010 年 8 月 2 日に 14 件実施し，8 月 3 日から 6 日にかけて電話インタビューを
実施した。14 件のうち 1 件は 4 日間連続で電話したが本人に繋がらなかったため，今回の
インタビュー対象からは除外する。よって，有効インタビュー数は 13 件とする。なお，13
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 電話インタビューでは 6 つの質問項目への回答を依頼した。 
 設立時と 5 期終了時点での役員・従業員数 








の実務への関与，の質問について集計し，13 のケースを一覧で確認する（表 3）。表 3 設立
時の役員・従業員の内訳より，まず設立時の組織形態として株式会社を選択した 10 社のケ
ースを見ると，設立時の役員・従業員数は 4 名もしくは 5 名であることが分かった。そし
no. 社名 ５期終了時点の役員・従業員数 設立時の役員・従業員数 業種 立地
1 Ａ社 10 4 情報通信 東京
2 Ｂ社 10 5 情報通信 東京
3 Ｃ社 12 4 情報通信 東京
4 Ｄ社 13 4 情報通信 東京
5 Ｅ社 14 4 情報通信 東京
6 Ｆ社 17 4 情報通信 東京
7 Ｇ社 20 4 情報通信 東京
8 Ｈ社 21 4 情報通信 東京
9 Ｉ社 23 2 情報通信 東京
10 Ｊ社 25 2 情報通信 東京
11 Ｋ社 36 4 情報通信 東京
12 Ｌ社 50 5 情報通信 東京
13 Ｍ社 140 5 情報通信 東京
表2　インタビュー対象リスト






















実質的に創業者 1 名で会社を設立していることが明らかになった。そして，ここには 3 社
中 2 社の有限会社も含まれており株式会社設立の優位性は見られないようではあるが，こ
創業者 同僚役員 家族・親族 知人 監査役
1 Ａ社 有限会社 4 1 1 2 4
2 Ｂ社 株式会社 5 1 1 1 1 1 4
3 Ｃ社 株式会社 4 1 1 1 1 1
4 Ｄ社 株式会社 4 1 1 1 1 3
5 Ｅ社 株式会社 4 1 2 1 3
6 Ｆ社 株式会社 4 1 2 1 2
7 Ｇ社 株式会社 4 1 2 1 3
8 Ｈ社 株式会社 4 1 2 1 1
9 Ｉ社 有限会社 2 1 1 1
10 Ｊ社 有限会社 2 1 1 1
11 Ｋ社 株式会社 4 1 1 1 1 1
12 Ｌ社 株式会社 5 1 2 1 1 1

































1 Ａ社 3 一緒に設立した役員1名と設立時に採用した従業員1名 3
2 Ｂ社 4 一緒に設立した役員1名と設立時に採用した従業員2名 2
3 Ｃ社 1 設立後、採用を順次進めたので、創業メンバーはいない 4
4 Ｄ社 3 一緒に設立した役員1名と設立時に採用した従業員１名 2
5 Ｅ社 4 一緒に設立した役員2名と設立時に採用した従業員1名 2
6 Ｆ社 2 設立後に採用した従業員1名 1
7 Ｇ社 3 一緒に設立した役員2名 2
8 Ｈ社 3 設立後に採用した従業員2名 1
9 Ｉ社 1 設立後、採用を順次進めたので、創業メンバーはいない 4
10 Ｊ社 3 設立後に採用した従業員2名 1
11 Ｋ社 3 設立後に採用した従業員2名 1
12 Ｌ社 5 設立後に採用した従業員4名 1
13 Ｍ社 4 設立後に採用した従業員3名 1
表4　創業メンバーの内訳
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